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東京都に続き 市町村  

２０２４年４月に都道府県としては全国初

の補聴器市町村補助支援を開始した東京

都〈※〉に続き、２０２５年４月から山梨県が

市町村補助をスタートしました。                             

助成の対象は、６５歳以上で介護保険料

の軽減措置を受けていることや、医師から

難聴と診断されていることが条件です。助

成額は県と市町村が負担し、県は住民税非

課税世帯では２万５０００円を上限に、対象

者が住民税非課税で年収が８０万以下の

場合は１万６０００円を上限に負担します。  

５月９日に NHK 山梨 NEWS で詳細が

報道され「県は昨年度時点で７市町村が導

入していて、残りの市町村に対し制度を設

けるよう求めるとともに、難聴による認知機

能の低下のリスクを広く周知する」「補聴器

を早期に着用することで認知症の予防が期

待できる。制度の活用を検討してほしい」と

呼びかけています。 

市町村任せで身を切る改革と称し、議員

定数を約３割削減し、多様な民意が反映し

ない大阪府。全国の補聴器助成運動の前

進を力に府本部は今年度も大阪府に対し

「補聴器助成請願」の取り組みを実施して

いきます。 

2025.7.22 31号 

〈※〉東京都の助成制度   

 
「高齢者聞こえのコミュニ
ケーション支援事業」 
・上限 住民税非課税者１４
万４９００円 課税者は７万
２４００円。都は２０２６年度ま
でに都内すべての自治体
に広げることを明らかにし
ています。 
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 市町村数 27 

  ・すでに実施  

   ７市町村 

 ・2025 実施 

   6 市町村 

  

 

 


